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原油価格や物価の高騰による国民生活や経

済活動への影響について政府が協議する物

価・賃金・生活総合対策本部の会合が３月22

日に開催され、エネルギー価格高騰に対する

さらなる負担軽減措置が発信されました。

現在、電気・ガス価格激変緩和対策事業と

して令和４年度補正予算において、約3.1兆

円を計上し、１月使用分（２月請求分）から

電気・都市ガス料金の値引きが開始されてい

ます。

地方自治体に向け支援呼びかけを
エネルギー価格高騰に対し、さらなる負担軽減措置

これに加え、特別高圧で受電する中小企業

等やＬＰガスに対する支援を地方交付金の

「推奨事業メニュー」（下図参照）として明

確に位置づけ、全国に行き届くよう働きかけ

を行なうこととなりました。

特に、ＬＰガスの料金は2021年と比較する

と13％ほど高騰（注1）しており、ＬＰガスを多

用しながら製造を行なっているＪＡＭ加盟の

中小企業は多大な影響を受けています。
（注1：資源エネルギー庁「ＬＰガス小売価格調査」）

地方交付金の推奨事業メニューは生活者支

援、事業者支援など多岐に渡ることから、多

くのＪＡＭの仲間が関わる「中小企業等に対

するエネルギー価格高騰対策支援」について、

実効性の高い施策が図られるよう、各級議員

と連携して地方自治体への確認を行ないま

しょう。

２月請求分からの値引き単価

推奨事業メニュー（追加交付金 7 , 0 0 0億円）

＜電気＞
低圧：７円/kWh（9月 3.5円/kWh）
高圧：3.5円/kWh（9月 1.8円/kWh）

＜都市ガス＞
30円/㎥（9月 15円/㎥）
※家庭及び年間契約料1,000万㎥未満の企業等が対象 物価・賃金・生活総合対策本部


